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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第１四半期連結
累計期間

第64期
第１四半期連結

累計期間
第63期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　６月30日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （千円） 7,904,445 7,995,344 36,881,844

経常利益 （千円） 309,392 155,001 1,712,065

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 215,231 102,934 1,172,489

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 173,775 120,950 1,221,448

純資産額 （千円） 6,800,042 7,836,397 7,847,100

総資産額 （千円） 21,375,591 23,793,409 25,487,667

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 19.65 9.40 107.06

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 31.8 32.9 30.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国新政権の通商外交政策の転換や英国・ＥＵ間の離脱交

渉等が世界経済や国際政治に及ぼす影響を見通せない情況が続いているものの、国内景気は雇用情勢や消費マイ

ンドの改善、訪日観光客の増加、堅調な貿易・企業業績等に支えられ、引き続き堅調に推移しました。

　当社グループが中核事業としている建設業界におきましては、慢性的な建設技術者・技能者の不足が続く一方

で、地方圏においては引合い案件の減少傾向が強まりつつあり、大都市圏においても不動産開発事業の市況は厳

しさを増し、東京オリンピック等に関連する大型工事の恩恵に十分浴せない中堅ゼネコン間では、地方ゼネコン

の進出も重なり厳しい価格競争の兆しが見え始めています。このため安定した事業収益を確保するためには、こ

れまで以上に慎重な事業運営が求められる経済環境に変わりつつあります。

　このような環境下にあって、当社グループの連結業績は売上高につきましては7,995百万円（前年同四半期比

1.2％増）となりました。損益面につきましては、営業利益135百万円（前年同四半期比52.6％減）、経常利益

155百万円（前年同四半期比49.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益102百万円（前年同四半期比52.2％

減）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

　（建築事業）

　完成工事高は6,589百万円（前年同四半期比5.1％増）、営業利益は482百万円（前年同四半期比17.0％減）

となりました。

　（土木事業）

　完成工事高は1,224百万円（前年同四半期比21.7％減）、営業利益は18百万円（前年同四半期比48.1％減）

となりました。

　（不動産事業）

　不動産事業の売上高は140百万円（前年同四半期比380.4％増）、営業損失は８百万円（前年同四半期は５百

万円の営業損失）となりました。

　（その他）

　その他の事業は売上高が40百万円（前年同四半期比8.8％減）、営業損失は19百万円（前年同四半期は10百

万円の営業損失）となりました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等ついて重要な変更はあ

りません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は10百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

（注）平成29年６月23日開催の第63期定時株主総会において、普通株式について平成29年10月１日を効力発生日として５

株を１株に株式併合する旨、発行可能株式総数は株式併合の効力発生日をもって39,000,000株から7,800,000株に

変更する旨の決議を行い、承認可決されています。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月４日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,300,000 同左

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 11,300,000 同左 － －

（注）平成29年６月23日開催の第63期定時株主総会において、株式併合の効力発生日である平成29年10月１日をもって、

定款に定める単元株式数を1,000株から100株に変更する旨の決議を行い、承認可決されています。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日

～

平成29年６月30日

－ 11,300,000 － 1,712,500 － 1,341,130

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   349,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,931,000 10,931 －

単元未満株式 普通株式    20,000 － －

発行済株式総数 11,300,000 － －

総株主の議決権 － 10,931 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」及び「議決権の数」には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

6,000株及び6個含まれております。

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社守谷商会
長野市南千歳町878番

地
349,000 － 349,000 3.09

計 － 349,000 － 349,000 3.09

 （注）当第１四半期会計期間末日現在の保有自己株式数は、349,423株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,403,595 8,614,094

受取手形・完成工事未収入金等 12,168,211 6,155,395

販売用不動産 172,474 62,976

未成工事支出金 219,144 500,812

不動産事業支出金 1,442,247 1,841,434

その他 689,190 255,193

貸倒引当金 △587 △134

流動資産合計 19,094,274 17,429,771

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,151,268 2,151,268

その他 1,472,309 1,468,603

有形固定資産合計 3,623,577 3,619,872

無形固定資産 54,720 54,191

投資その他の資産   

その他 2,933,086 2,907,564

貸倒引当金 △217,991 △217,991

投資その他の資産合計 2,715,094 2,689,573

固定資産合計 6,393,392 6,363,637

資産合計 25,487,667 23,793,409

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 9,897,208 9,077,233

短期借入金 1,440,000 1,500,000

1年内返済予定の長期借入金 240,000 240,000

未払法人税等 540,093 18,684

未成工事受入金 1,900,845 1,846,345

不動産事業受入金 23,518 42,465

賞与引当金 136,587 46,721

完成工事補償引当金 38,880 42,938

その他 1,206,089 984,675

流動負債合計 15,423,223 13,799,064

固定負債   

長期借入金 720,000 660,000

退職給付に係る負債 793,549 804,745

入会保証預り金 602,850 590,450

その他 100,942 102,752

固定負債合計 2,217,342 2,157,947

負債合計 17,640,566 15,957,011
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,712,500 1,712,500

資本剰余金 1,341,130 1,341,130

利益剰余金 4,717,947 4,689,227

自己株式 △44,944 △44,944

株主資本合計 7,726,632 7,697,913

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 128,186 145,571

退職給付に係る調整累計額 △7,718 △7,088

その他の包括利益累計額合計 120,468 138,483

純資産合計 7,847,100 7,836,397

負債純資産合計 25,487,667 23,793,409
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 7,904,445 7,995,344

売上原価 7,115,499 7,304,291

売上総利益 788,946 691,053

販売費及び一般管理費 502,489 555,340

営業利益 286,456 135,713

営業外収益   

受取利息 5,422 92

受取配当金 9,341 9,223

受取賃貸料 5,968 6,450

入会保証預り金償還益 18,240 6,550

受取保険金 8,718 －

その他 5,402 9,381

営業外収益合計 53,094 31,697

営業外費用   

支払利息 9,697 8,368

複合金融商品評価損 19,615 3,882

その他 845 158

営業外費用合計 30,158 12,408

経常利益 309,392 155,001

特別利益   

固定資産売却益 － 4,471

特別利益合計 － 4,471

税金等調整前四半期純利益 309,392 159,472

法人税、住民税及び事業税 63,714 12,607

法人税等調整額 30,446 43,930

法人税等合計 94,160 56,538

四半期純利益 215,231 102,934

親会社株主に帰属する四半期純利益 215,231 102,934
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 215,231 102,934

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △44,188 17,385

退職給付に係る調整額 2,733 630

その他の包括利益合計 △41,455 18,015

四半期包括利益 173,775 120,950

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 173,775 120,950

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表）

１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 6,837千円 －千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 35,298千円 36,794千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日

定時株主総会
普通株式 109,521 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月20日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 131,406 12.00 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
6,267,181 1,563,413 29,328 7,859,923 44,521 － 7,904,445

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

27 35,274 － 35,301 － △35,301 －

計 6,267,208 1,598,687 29,328 7,895,225 44,521 △35,301 7,904,445

セグメント利益

又は損失（△）
581,286 35,373 △5,693 610,965 △10,282 △314,227 286,456

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ゴルフ事業であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△314,227千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
6,589,703 1,224,119 140,895 7,954,718 40,625 － 7,995,344

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

20,159 24,230 － 44,389 － △44,389 －

計 6,609,862 1,248,349 140,895 7,999,107 40,625 △44,389 7,995,344

セグメント利益

又は損失（△）
482,716 18,357 △8,563 492,511 △19,619 △337,178 135,713

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ゴルフ事業であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△337,178千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 19円65銭 9円40銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
215,231 102,934

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
215,231 102,934

普通株式の期中平均株式数（株） 10,952,042 10,950,577

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月２日

株式会社守谷商会

取締役会　　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小　松　　　聡　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 下　条　　修　司　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社守谷

商会の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２９年４月１

日から平成２９年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社守谷商会及び連結子会社の平成２９年６月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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